
令和元年度公立学校教職員の人事行政状況調査について（概要）

令和２年12月22日（火）
１．調査目的

教職員の人事管理に資するため、公立の小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援
学校における教職員の人事行政の状況について、調査を実施。

２．調査対象及び調査対象期間
４７都道府県及び２０指定都市の計６７教育委員会を対象。令和元年度の状況を中心に調査。

３．調査項目（ ※ 新型コロナウイルス感染症対応を踏まえ、調査項目を限定して実施）

(1) 精神疾患による病気休職者等数
(2) 懲戒処分又は訓告等（以下「懲戒処分等」という。）の状況（交通違反・交通事故、体罰、わいせつ行為等、個人情報

の不適切な取扱い、その他）
(3) 校長、副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭の登用状況
(4) ハラスメントの防止措置の実施状況（新規実施）

４．令和元年度の主な特徴

・精神疾患による病気休職者数は、5,478人（0.59％）で、前年度 5,212人（0.57％）から増加。 （別紙１）
・体罰により懲戒処分等を受けた者は、550人（0.06％）で、前年度 578人（0.06％）から減少。 （別紙２）
・わいせつ行為等により懲戒処分等を受けた者は、273人（0.03％）（前年度 282人（0.03％））。

うち、児童生徒に対するわいせつ行為により懲戒処分を受けた者は126人。 （別紙２）
・女性の管理職（校長、副校長及び教頭）は、13,492人（19.7％）で、前年度 12,808人（18.6％）から増加。 （別紙３）
・パワーハラスメント、セクシュアルハラスメントの防止措置に関する指針等は全都道府県・指定都市で策定済。

（別紙４）

※数値に変更があったため、令和3年12月21日更新（下線部）



教育職員の精神疾患による病気休職者数（令和元年度）

教育職員の精神疾患による病気休職者数の推移（平成21年度～令和元年度）

○教育職員（※）の精神疾患による病気休職者数は、5,478人（全教育職員数の0.59％）であり、平成30年度（5,212
人）から増加し、人数は過去最多（在籍者に占める割合は平成21年度に次いで過去２番目）。
（※）公立の小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校における校長、副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、養護教諭、

栄養教諭、助教諭、講師、養護助教諭、実習助手及び寄宿舎指導員 （総計920,370人（令和元年5月1日現在））
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○懲戒処分等を受けた教育職員は、4,675人（0.51％）で、 平成30年度 （6,045人（0.66％） ）から1,370人減少。
・「体罰」により懲戒処分等を受けた者は、550人（0.06％）で、平成30年度578人（0.06％） から減少。
・「わいせつ行為等」により懲戒処分等を受けた者は、273人（0.03％）（平成30年度282人（0.03%））で、過去２番目
の多さ。

・うち、児童生徒に対するわいせつ行為により懲戒処分を受けた者は126人(免職 121人)。
※(  )内の割合は教育職員数に対する割合

別紙２

教育職員の懲戒処分等の状況（令和元年度）

区分 年度
懲戒処分

訓告等 総計
免職 停職 減給 戒告 合計

交通違反・
交通事故

元 ３６ ２６ ５８ ８４ ２０４ ２，２８３ ２，４８７

３０ ２７ ４２ ７２ ９９ ２４０ ２，５８８ ２，８２８

体罰
元 ０ １８ ６８ ５６ １４２ ４０８ ５５０

３０ ０ １３ ７３ ５５ １４１ ４３７ ５７８

わいせつ
行為等

元
※１

１５３
（１２１）

５０
（５）

１６
(０)

９
（０）

２２８
（１２６）

４５
（０）

２７３
（１２６）

３０ １６３ ５７ １８ ７ ２４５ ３７ ２８２

個人情報の不
適切な取扱い

元 ０ ０ ５ １０ １５ ２９７ ３１２

３０ ０ １ １９ ２０ ４０ ２８７ ３２７

その他
元 ２３ ６３ ９０ ６４ ２４０ ８１３ １，０５３

３０ ４１ ６３ ６９ ５９ ２３２ １，７９８ ２，０３０

合計
元 ２１２ １５７ ２３７ ２２４ ８２９ ３，８４６ ４，６７５

３０ ２３１ １７６ ２５１ ２４０ ８９８ ５，１４７ ６，０４５

（単位：人）

※１ わいせつ行為等の令和元年度の（ ）は、児童生徒に対するわいせつ行為による件数で内数。

※数値に変更があったため、令和3年12月21日更新、令和4年12月26日更新（下線部）



女性管理職（校長、副校長及び教頭）の割合 （令和２年４月１日現在）

職種別の女性管理職の人数と割合（平成23年度～令和２年度）

○女性の管理職（校長、副校長及び教頭）は13,492人で、平成31年4月1日現在から684人増加。

○女性管理職の割合は19.7％で、過去最高の割合。

別紙３
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※数値に変更があったため、令和3年12月21日更新（下線部）
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別紙４

ハラスメントの防止措置の実施状況（令和２年６月１日現在）

○パワーハラスメント、セクシュアルハラスメントの防止措置について、「要綱・指針等の策定」「相談窓口の設
置」「研修の実施」は全都道府県・指定都市で実施済。

○パワーハラスメントや妊娠・出産・育児休業・介護休業等に関するハラスメントにおいて、一部措置が進んでい
ない都道府県・指定都市がある。

区 分 パワーハラスメント セクシュアルハラスメント
妊娠・出産・育児休業・介護休業
等に関するハラスメント

要綱・指針等の策定 ※ ６７団体（１００％） ６７団体（１００％） ６２団体（９２．５％）

厳正に対処する旨の方針
等の規定、職員への周知・
啓発

５７団体（８５．１％） ６７団体（１００％） ４７団体（７０．１％）

相談窓口の設置 ６７団体（１００％） ６７団体（１００％） ６２団体（９２．５％）

研修の実施 ６７団体（１００％） ６７団体（１００％） ６１団体（９１．０％）

（実施済団体数・実施率）

※「要綱・指針等の策定」は令和２年６月９日現在。

※女性活躍推進法等の改正により、本年６月よりハラスメントの防止に関し必要な措置を講ずることが事業主である教育
委員会に義務付けられたことなどを踏まえ、新たに調査を実施し、公表。



調査結果を踏まえた今後の対応

■精神疾患による病気休職者数の人数が過去最多（在籍者に占める割合は過去２番目）となったことについて、原因として考えられる業務量
の増加や複雑化、職場の人間関係に加え、令和２年度以降には、新型コロナウイルス感染症対応の職務により、精神的な緊張や心身の
過度な負担につながることも懸念されることを踏まえ、以下の対応を行う。

・改正給特法に基づく指針を踏まえて適正な勤務時間管理を徹底するほか、学校における働き方改革の様々な取組を総合的に推進
・女性活躍推進法等の改正を踏まえたパワーハラスメントなどハラスメントの防止措置の徹底
・校長等のラインによるケアや労働安全衛生管理の充実などメンタルヘルス対策の一層の推進
・精神疾患等の健康障害についての相談窓口の整備の促進
・過剰要求等に対して適切に対応するための弁護士等による法律相談体制の整備の促進 等

■わいせつ行為等により懲戒処分等を受けた者が依然として多い（過去２番目の多さ）ことについては、引き続き極めて深刻に受け止めてお
り、以下の対応を行う。
・児童生徒に対してわいせつ行為に及んだ教員について、原則として懲戒免職とすることや告発を遺漏なく行うことを徹底
・官報に公告される懲戒免職処分を受けた者の教員免許状失効情報の確認を支援する「官報情報検索ツール」の検索可能期間の直近40
年間への延長と適切な活用の促進（令和３年２月中に提供開始予定）

・学校環境整備や教育指導体制の見直し、児童生徒とＳＮＳ等による私的なやりとりを行ってはならないことの明確化等を含め、わいせつ
行為等を生じさせないための予防的な取組の推進

・各教育委員会の人事担当者を集めた研修会等において取組事例の共有を図るなど、あらゆる機会を捉えて、わいせつ行為等の防止に
向けた取組を促進

■体罰については、これまでの取組の結果もあって減少しているものの、学校現場において今なお体罰が発生していることも事実であるため
本調査の結果について、各教育委員会等の生徒指導担当者向けの会議において直接説明するなど、引き続き、体罰根絶に向けて各教育
委員会等に対する指導を行う。

■女性の管理職の割合については、第４次男女共同参画基本計画の成果目標である20%に達しなかったものの、近年上昇し続け、過去最高
となったものであり、引き続き女性教員の育成やハラスメントの防止等、各教育委員会における取組を促進する。

■この他、今後、本調査の結果を踏まえ、公立学校教職員の人事行政を適切に行う上での留意事項を通知するとともに、各教育委員会の人
事担当者を集めた研修会において留意事項や取組事例を共有することにより、各教育委員会における適切な人事行政の実施を徹底する。
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